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川崎市居住支援協議会 役員交代（案） 

役職 団体等 氏名 前任者 

会長 川崎市 まちづくり局 

住宅政策部長 
長澤 貴裕 前田 亮 

副会長 公益社団法人 神奈川県宅地建物取引業協会 

川崎中支部 支部長 
中村 公則 加藤 義治 

社会福祉法人 川崎市社会福祉協議会 

 常務理事 
上野 葉子  

幹事 公益社団法人 神奈川県宅地建物取引業協会 

川崎中支部 支部長 
中村 公則 加藤 義治 

公益社団法人 全日本不動産協会 神奈川県本部 

川崎支部 副支部長 
米田 恵子  

公益財団法人 日本賃貸住宅管理協会 

神奈川県支部 副支部長 
加藤 豊  

社会福祉法人 川崎市社会福祉協議会 

 川崎市あんしんセンター 部長 
佐竹 恵子 

川崎市地域自立支援協議会 

 精神障害者地域移行・地域定着支援部会 
二ノ宮 由江  

特定非営利活動法人 

かながわ外国人すまいサポートセンター 理事長 
裵 安 

特定非営利活動法人  

かわさき住環境ネットワーク 理事長 
永島 優子 

川崎市 市民文化局 

市民生活部 多文化共生推進課 課長 
小川 清 長沼 芳之 

川崎市 健康福祉局 

地域包括ケア推進室 担当課長 
長井 武志 鹿島 智 

川崎市 まちづくり局 

住宅政策部 住宅整備推進課 担当課長 
小島 隆司 松本 裕幸 

会計 

監事 

一般財団法人 高齢者住宅財団 

総務部長 
小岩 光弘  

（敬称略）  

（宅建 川崎南支部 支部長） 

（宅建 川崎南支部 支部長） 

資料１
【第１号議案】 



川崎市居住支援協議会 会則別表（第４条関係） 改正（案） 

川崎市居住支援協議会会則 新旧対照表 

新 旧 

別表（第４条関係）

区分 会員 

川崎市関係課 市民文化局 市民生活部 多文化共生推進課 

市民文化局 人権・男女共同参画室 

経済労働局 イノベーション推進室 

健康福祉局 生活保護・自立支援室 

健康福祉局 地域包括ケア推進室 

健康福祉局 長寿社会部 高齢者事業推進課 

健康福祉局 長寿社会部 高齢者在宅サービス課 

健康福祉局 障害保健福祉部 障害計画課 

健康福祉局 障害保健福祉部 障害福祉課 

健康福祉局 障害保健福祉部 精神保健課 

こども未来局 こども支援部 こども家庭課 

こども未来局 児童家庭支援・虐待対策室 

まちづくり局 住宅政策部 住宅整備推進課

別表（第４条関係）

区分 会員 

川崎市関係課 市民文化局 人権・男女共同参画室 

経済労働局 イノベーション推進室 

健康福祉局 生活保護・自立支援室 

健康福祉局 地域包括ケア推進室 

健康福祉局 長寿社会部 高齢者事業推進課 

健康福祉局 長寿社会部 高齢者在宅サービス課 

健康福祉局 障害保健福祉部 障害計画課 

健康福祉局 障害保健福祉部 障害福祉課 

健康福祉局 障害保健福祉部 精神保健課 

こども未来局 こども支援部 こども家庭課 

こども未来局 児童家庭支援・虐待対策室 

まちづくり局 住宅政策部 住宅整備推進課

【第２号議案】 資料２ 



令和元年度 川崎市居住支援協議会 事業報告（案） 

１．総会等の開催 

 （１）幹事会  … 平成３１年４月１８日（火） 

    定期総会 … 令和元年５月３０日（木） 

  「平成３０年度事業・決算報告（案）」「平成３１年度事業計画／予算（案）」等について 

承認の議決を得るために開催した。 

 （２）専門部会による協議 

・「精神障害者の居住に関する事例集」の作成に関する議論や、入居者死亡時の負 

担軽減に向けた支援等を検討。 

・その他、すまいの相談窓口における相談事例に関するケーススタディを実施。 

○第１回：令和元年 ７月１９日（金）        ※Ａ・Ｂ・Ｃ合同開催 

○第２回：令和元年１０月２９日（火）        ※Ａ・Ｂ・Ｃ合同開催 

○第３回：令和２年 １月２８日（火）        ※Ａ・Ｂ・Ｃ合同開催 

２．具体的な取組 

平成３１年度は、専門部会での検討と合わせて次のとおり具体的な取組を行った。 

（１）すまいの相談窓口における支援体制の充実 

すまいの相談窓口の本格運営にあたり、引き続き庁内や関係機関、協議会サポート店等 

との連携力の強化を目指すとともに、新たな支援策等を検討・実施。 

①庁内各部署・関係機関への説明・周知啓発、協議会サポート店との意見交換等 

・庁内各部署や関係機関等との連携強化や理解醸成による入居支援体制の充実を目的 

に、協議会の活動内容やすまいの相談窓口に関する周知・意見交換を実施。 

②相談窓口での同行支援（契約・転居手続きのサポート・出張相談等）の試行 

同行支援及び出張相談   ９件 

③その他、物件確保に向けた検討 

・市内の民間賃貸住宅を所有するオーナーに対し、居住支援に対する理解醸成や、具体的 

に活用可能な物件の掘り起こし（要配慮者への物件提供）を目的とした、住宅セーフティ 

ネット法に基づくセーフティネット住宅登録制度に関する説明・周知を実施。 

令和元年度 民間賃貸住宅オーナーセミナー 

「相続対策の第一歩～資産を守る・活かす～ 〔川崎市の居住支援を相続に活かす〕」 

・日  時： 令和元年１２月７日（土）１４：００～１６：００ 

・会  場： エポックなかはら７階第３会議室 （中原区上小田中６－２２－５） 

・対象者： 市内の民間賃貸住宅（アパート）オーナー及びその家族    ２３名 

・講  師： 日本賃貸住宅管理協会神奈川県支部 加藤副支部長（居住支援協議会 幹事長）

資料３ 
【第３号議案】 



（２）すまい探し相談会の実施 

常設の『すまいの相談窓口』とは別に、各不動産団体と連携（団体が主催する無料相談会 

の場を活用）し、スポット的に相談会を開催・周知。  

   ○全日本不動産協会 川崎支部「全国一斉不動産無料相談会」 

令和元年１０月 １日（火）、相談者３件 

（３）居住中の支援（体制やサービス等）の見える化 

単身高齢者や精神障害者等に対する居住中の支援（体制やサービス等）により、家主 

や不動産事業者の不安が解消されるよう、具体的な事例や制度、地域資源等を整理。 

・(地域自立支援協議会と連携し)精神障害者の具体的な支援等に関する事例集の作成 

川崎市地域自立支援協議会と共同で家主や不動産事業者が感じる不安等を少しでも軽減 

し、精神障害者の受入れが進むよう、事例や支援等を整理した「居住支援ガイドブック 

精神障害者の居住に関する事例集」を作成。 

（４）入居者死亡時の対応に関する不安等の軽減

入居者死亡時における家主・不動産事業者の不安や金銭的負担等の軽減に向け、退去に 

必要な手続きや、事前の備えとして有効な手段（保険等）について整理するとともに、 

新たな支援策等を検討。 

①入居者死亡に伴う退去に必要な手続きや、有効な手段（保険等）に関する事例の整理 

入居者本人を含め、家主・不動産事業者、支援者、家族など、全ての人が入居者の死亡 

時に発生すること（必要な手続き等）や求められる準備等について、共通理解を持つこ 

とができるよう賃貸住宅に関するサポートブックの作成を検討 

②孤独死等に対応した保険等の研究・開発（既存商品の活用を含む） 

保険商品が専門的な内容であることや、市独自の検討が難しいこと等を踏まえ、神奈川 

県居住支援協議会や、専門団体（一般社団法人日本少額短期保険協会）等と連携し、次 

年度中の完成を目指して対応を進める。 

３．その他（事務局対応） 

視察・講演等への協力 

・居住支援協議会の概要（設立経緯や体制等）に関して、他の地方自治体や関係団体 

 からの依頼等に基づき、講演や説明等を実施した。 

   ○横浜市・相模原市／居住支援協議会の設立及び運営に関する視察 

○日本居住福祉学会／川崎市における居住支援の取組についての講演 

○かながわ生活困窮者自立支援ネットワーク／ 

困窮者支援と住まいの問題に関する講演 

○奈良県立大学／住宅セーフティネット制度及び居住支援協議会に関する調査 

○東京都調布市 ／居住支援協議会及びセーフティネット住宅施策に係る視察 

○関東地方整備局／居住支援体制の構築にむけた基礎的調査検討業務ヒアリング 



[収入の部] （単位：円）

予算額（A） 決算額（B）
増減　（B-A）
△は減

備考

3,299,000 3,126,893 △ 172,107

重層的セーフティーネット構築支援事業補助 3,299,000 3,126,893 △ 172,107 国土交通省補助金

1,584,000 1,584,000 0 川崎市住宅供給公社からの借入

0 7 7

雑収入 0 0 0

預金利子 0 7 7 預金利子

4,883,000 4,710,900 △ 172,100

10,026 10,026 0

4,893,026 4,720,926 △ 172,100

[支出の部] （単位：円）

予算額（a） 決算額（b）
増減　（b-a）
△は減

備考

1,600,000 1,600,000 0

事務局人件費 1,600,000 1,600,000 0 住宅供給公社職員分

旅費 20,000 5,673 △ 14,327

交通費 20,000 5,673 △ 14,327 住宅供給公社職員分

庁費 1,679,000 1,521,220 △ 157,780

需用費 739,000 791,029 52,029 消耗品費、事務用品、光熱費、印刷製本費

報償費 300,000 13,000 △ 287,000 講演会謝金

役務費 440,000 490,370 50,370 広告宣伝費、振込手数料

委託費 150,000 150,000 0 ホームページ翻訳費

使用料及び賃借料 50,000 76,821 26,821 会議室利用料、マイク等リース代、事務所賃料

償還金 1,584,000 1,584,000 0 川崎市住宅供給公社への償還

4,883,000 4,710,893 △ 172,107

10,026 10,033 7 預金利子含む

4,893,026 4,720,926 △ 172,100

当該年度
収入合計（C）

当該年度
支出合計（D）

4,710,900 4,710,893 7 （＝次年度繰越金）

収支差額

当該年度収支差額（C）－（D）

令和元年度　決算報告（案）

中科目
　　　　小科目

補助金収入

借入金

前年度繰越金

次年度繰越金

支　出　合　計

雑収入等

当該年度支出合計（D）

当該年度収入合計（C）

中科目
　　　小科目

人件費

収　入　合　計

【第４号議案】 資料４



写



令和２年度 川崎市居住支援協議会 事業計画（案） 

 令和２年度の協議会活動は、平成３１年・令和元年度の成果を踏まえ、次のとおり各専門

部会にて具体的な取組を中心に検討を進める。

１．総会等の開催（予定） 

 （１）定期総会   … 令和２年５月１５日（書面開催） 

  「役員交代（案）」「令和元年度事業報告・決算（案）」「令和２年度事業計画・予算（案）」 

等について議決 

 （２）幹事会    … 令和２年４月３０日（書面開催） 

   定期総会における議案について検討、確認 

（３）専門部会   … 令和２年７月中旬、１１月中旬、令和３年１月中旬 

各取組毎に専門部会をそれぞれ年２～３回開催し、ケーススタディや各会員からの提案 

に基づく意見交換等 

２．具体的な取組 

（１）すまいの相談窓口における支援体制の充実 

すまいの相談窓口の運営にあたり、引き続き庁内や関係機関、協議会サポート店等との 

連携力の強化を目指すとともに、物件確保に向けた取組等を推進する。 

○庁内各部署・関係機関への説明・周知啓発 

○居住支援サポート店の充実に向けた取組 

○物件確保に向けた取組（家主向けセミナーの開催、借上住宅の検討など） 

（２）居住中の支援（体制やサービス等）の活用 

単身高齢者や精神障害者等に対する居住中の支援（体制やサービス等）により、家主 

や不動産事業者の不安が解消されるよう、具体的な事例や制度、地域資源等を整理する。 

○(地域自立支援協議会と連携し)精神障害者の居住に関する事例集の活用（周知等） 

（３）入居者死亡時の対応に関する不安等の軽減 

入居者死亡時における家主・不動産事業者の不安や金銭的負担等の軽減に向け、退去に 

必要な手続きや、事前の備えとして有効な手段（保険等）について整理・活用する。 

○入居者死亡に伴う退去に必要な手続きや、有効な手段に関する整理・検討 

○孤独死等に対応した保険等の活用（神奈川県居住支援協議会との共同事業として） 

資料５ 【第５号議案】 



[収入の部] （単位：円）

令和２年度
予算額（A）

令和元年度
予算額（B）

増減　（A-B）
△は減

備考

3,835,000 3,299,000 536,000

共生社会実現に向けた住宅セーフ
ティネット機能強化・推進事業補助 3,835,000 3,299,000 536,000 国土交通省補助金

2,070,000 1,584,000 486,000 川崎市住宅供給公社からの借入

0 0 0

雑収入 0 0 0

預金利子 0 0 0

5,905,000 4,883,000 1,022,000

10,033 10,026 7 預金利子

5,915,033 4,893,026 1,021,993

[支出の部] （単位：円）

令和２年度予算
額（a）

令和元年度予算
額（b）

増減　（a-b）
△は減

備考

1,635,000 1,600,000 35,000 技師（C）単価

事務局人件費 1,635,000 1,600,000 35,000 住宅供給公社職員分

旅費 20,000 20,000 0

交通費 20,000 20,000 0 住宅供給公社職員分

庁費 2,180,000 1,679,000 501,000

需用費 450,000 739,000 △ 289,000 印刷製本費、光熱水費、消耗品費

報償費 300,000 300,000 0 入居支援費等

役務費 530,000 440,000 90,000 通信運搬費、振込み手数料、広告宣伝費

委託費 780,000 150,000 630,000 サポートブック作成委託費

使用料及び賃借料 120,000 50,000 70,000 講演会会場使用料・マイク等リース費、事務所賃料

償還金 2,070,000 1,584,000 486,000 川崎市住宅供給公社への償還

5,905,000 4,883,000 1,022,000

10,033 10,026 7 預金利子

5,915,033 4,893,026 1,021,993

中科目
　　　　小科目

補助金収入

借入金

前年度繰越金

令和２年度　予算（案）

次年度繰越金

支　出　合　計

雑収入等

当該年度支出合計（D）

当該年度収入合計（C）

中科目
　　　小科目

人件費

収　入　合　計

【第６号議案】 資料６



令和２年度　川崎市居住支援協議会　想定スケジュール（案）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 備考

総
会

・定期総会後、国費申請予定
・その他、必要に応じて臨時総会

幹
事
会

・定期総会前に開催
・新年度の役員交代等について確認
・令和２年度の専門部会での検討テーマと部会割りについて

す
ま
い
の
相
談

窓
口
の
充
実

・すまいの相談窓口の相談件数増加に伴う、入居支援体制の
機能の検討。

精
神
障
害
事
例
集
の
活
用

・作成した事例集を活用し、令和２年度に周知・啓発等を行って
いく。

入
居
者
死
亡
時
の
負
担
軽
減

に
向
け
た
支
援
等
の
検
討

・令和元年度に課題出しをした入居者死亡時における対応策
をまとめた冊子物を令和２年度中の完成を目指す。

・神奈川県居住支援協議会等との連携協議を開始し、県協議
会の事業として実施していく。

そ
の
他

・協議会運営費（国費）の応募及び交付申請手続き
（今年度の国費の対象となる事業期間は令和2年1月31日ま
で）

・大規模災害時の借上型仮設住宅の対応について、不動産団
体と意見交換を行いながら、居住支援協議会として被災者の
住宅確保を円滑に行えるよう取り組んでいく。

定期総会（5月下旬） ※書面開催

・前年度決算、事業報告

・新年度予算、事業計画

幹事会（4/下旬） ※書面開催
・定期総会での議決事項の承認 など

※幹事会の事前調整

※新年度役員確認

参考資料１

第2回（10中旬）第1回（7月中旬） 第3回（1月下旬）

第4回（10月中旬） 第5回（12月中旬） 第6回（2月中旬）

地域自立支援協議会との連携

応募手続き 交付申請

国庫補助申請関連

神奈川県・横浜市・鎌倉市居住支援協議会・業界団体等との連携協議

令和２年度事業（補助対象）期間 ※交付決定日

両協議会が連携し、『事例集』を活用した周知・啓発等の実施・検討

居住支援協議会専門部会

地域自立支援協議会（部会）

孤独死等に対応した保険の活用

神奈川県居住支援協議会

第1回（4/中旬） 第2回（6月中旬） 第3回（8月下旬）

第2回（10月中旬）

手続きや準備・事例等の整理

居住支援協議会専門部会

第3回（1月下旬）第1回（7月中旬）

災害救助法関連

大規模災害時の住宅確保要配慮者への対応について

居住支援協議会として検討

不動産団体を中心としたワーキンググループ等を想定

地域自立支援協議会（部会）

居住支援協議会サポート店充実に向けた意見交換・検討



川崎市居住支援協議会会則 

第１章 総則 

（名称） 

第１条 この会は、川崎市居住支援協議会（以下「本会」という。）という。 

（目的） 

第２条 本会は、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律に基づき、低額所得者、

被災者、高齢者、障害者、子どもを育成する家庭、外国人市民その他住宅の確保に特に配慮を要する

者（以下「住宅確保要配慮者」という。）に対する賃貸住宅の供給の促進に関し住宅確保要配慮者又は

民間賃貸住宅の賃貸人に対する情報の提供等の支援その他の住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円

滑な入居の促進に関し必要な措置について協議することにより、川崎市における福祉の向上と豊かで

住みやすい地域づくりに寄与することを目的とする。 

 （活動） 

第３条 本会は、前条の目的を達成するために、次の事業を行う。 

 一 住宅確保要配慮者又は民間賃貸住宅の賃貸人に対する情報の提供等の支援に関すること。 

 二 住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進及び居住の安定方策に関すること。 

 三 住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進のための啓発活動及び民間賃貸住宅の賃

貸人からの物件提供促進のための環境整備に関すること。 

 四 その他目的達成のために必要な事業。 

（会員） 

第４条 本会の会員は、別表のとおりとする。 

２ あらたに会員になろうとするものは、次条において規定する会長に入会を申し込み、同条に 

おいて規定する幹事の総数の４分の３以上の同意を得なければならない。 

３ 会員は、退会しようとするときは、その旨を会長に届けなければならない。 

第２章 役員 

（役員の種別及び選任） 

第５条 本会に次の役員を置く。 

一 会長 １名 

二 副会長 ２名 

三 幹事 １０名程度 

四 会計監事 １名 

２ 役員は、本会の会員のうちから総会で選任する。 

３ 幹事及び会計監事は、相互にこれを兼ねることができない。 

参考資料２



（役員の任務） 

第６条 役員の任務は、次のとおりとする。 

 一 会長は、本会を代表し、会務を総括し、総会を招集して議長となる。 

 二 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

 三 会計監事は、本会の会計監査の事務を担当する。 

（役員の任期） 

第７条 役員の任期は、１年とする。ただし、補欠の役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 役員は再任されることができる。 

第３章 組織 

（総会） 

第８条 総会は、毎年１回、定期総会を開催するほか会長が必要と認めた場合又は会員の３分の１以上

の請求があった場合には、その都度臨時総会を開催する。 

２ 総会は、次の事項を承認議決する。 

 一 本会の事業計画及び予算に関すること。 

 二 本会の事業報告及び決算を承認すること。 

 三 会則の制定及び改廃に関すること。 

 四 専門部会の設置に関すること。 

 五 その他本会に関する基本的事項及び重要事項を決定すること。 

３ 会長は、必要があると認めるときは、会員以外の者の出席を求めることができる。 

（定足数等） 

第９条 総会は、会員の過半数の出席により成立し、総会の議事は、出席者の過半数によって決する。 

２ 総会に出席できない会員は、あらかじめ通知された事項について、書面をもって表決し、又はその

権限の行使を他の会員に委任することができる。この場合において、受任者の特定がないときは会長

に委任したものとみなし、前項の規定の適用については、出席した会員とみなす。 

（幹事会） 

第１０条 幹事会は、幹事をもって構成する。 

２ 幹事会は、次の事項について決定する。 

一 総会の議決した事項の執行に関すること。 

二 総会に付議すべき事項 

三 その他総会の議決を要しない会務の執行に関すること。 

３ 幹事長は、幹事の互選とし、その議長となる。 

４ 幹事会は、幹事長が招集する。 



（専門部会） 

第１１条 専門部会は会長が指名する者をもって構成し、部会長が召集する。 

２ 部会長は、部会員の互選とし、その議長となる。 

３ 部会長は、必要があると認めるときは、専門部会の下に分科会又はワーキンググループを設置する

ことができる。この場合、各専門部会合同の分科会又はワーキンググループを設置することもできる

ものとする。 

４ 部会長は、必要があると認めるときは、専門部会の構成員以外の者の出席を求めることができる。 

 （連絡調整会議） 

第１２条 会長は、総会、幹事会及び専門部会のほか、活動内容の中間報告や事業実施にあたり必要と

なる会員相互の連絡調整のため、必要に応じて連絡調整会議を開催することができる。 

（事務局） 

第１３条 本会の事務、経費の管理等を行うために、川崎市まちづくり局住宅政策部住宅整備推進課及

び川崎市住宅供給公社に事務局を置く。 

第４章 会計 

（経費） 

第１４条 本会の経費は、補助金、その他の収入をもって充てる。 

（会計年度） 

第１５条 本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。ただし、初年度にお

いては、本会の設立日から直近の３月３１日までとする。 

（会計及び資産帳簿の整備） 

第１６条 本会は、会の収入、支出及び資産を明らかにするため、会計及び資産に関する帳簿を整備す

る。 

２ 会員が帳簿の閲覧を請求したときは、正当な理由がない限り、帳簿を閲覧させなければならない。 

（監査及び報告） 

第１７条 会計監事は、会計年度終了後に会計監査を行い、総会に報告する。 

第５章 個人情報等 

（秘密の保持） 

第１８条 会員は、本会の事業の実施に関して知り得た情報を第三者に漏らしてはならない。また、知

り得た個人情報の漏洩、滅失及び毀損の防止、その他個人情報の適切な管理のために必要な措置を講

じなければならない。 



（個人情報保護） 

第１９条 本会が取り扱う個人情報の保護に関しては、川崎市個人情報保護条例のほか関連する規定を

準用する。 

この場合において、「実施機関」とあるのは「本会」と読み替えるものとする。 

第６章 雑則 

（雑則） 

第２０条 この会則に定めるもののほか、本会の運営に関し必要な事項は、幹事会で定める。 

附 則 

 この会則は、平成２８年６月３０日から施行する。 

附 則 

 この会則は、平成３０年５月３１日から施行する。 

附 則 

この会則は、令和元年５月３０日から施行する。 

附 則 

この会則は、令和２年 月  日から施行する。 



別表（第４条関係） 

区 分 会 員

宅地建物取引業者 公益社団法人 神奈川県宅地建物取引業協会 川崎南支部

公益社団法人 神奈川県宅地建物取引業協会 川崎中支部

公益社団法人 神奈川県宅地建物取引業協会 川崎北支部

公益社団法人 全日本不動産協会 川崎支部

賃貸住宅事業者 公益財団法人 日本賃貸住宅管理協会 神奈川県支部

居住支援団体 社会福祉法人 川崎市社会福祉協議会

社会福祉法人 照陽会

川崎市地域自立支援協議会

川崎市内地域包括支援センター ※

川崎市介護支援専門員連絡会

特定非営利活動法人 かながわ外国人すまいサポートセンター

特定非営利活動法人 楽

中高年事業団やまて企業組合 川崎支店

特定非営利活動法人 かわさき住環境ネットワーク

一般財団法人 高齢者住宅財団

一般財団法人 川崎市まちづくり公社

川崎市住宅供給公社

川崎市関係課 市民文化局 市民生活部 多文化共生推進課

市民文化局 人権・男女共同参画室

経済労働局 イノベーション推進室

健康福祉局 生活保護・自立支援室

健康福祉局 地域包括ケア推進室

健康福祉局 長寿社会部 高齢者事業推進課

健康福祉局 長寿社会部 高齢者在宅サービス課

健康福祉局 障害保健福祉部 障害計画課

健康福祉局 障害保健福祉部 障害福祉課

健康福祉局 障害保健福祉部 精神保健課

こども未来局 こども支援部 こども家庭課

こども未来局 児童家庭支援・虐待対策室

まちづくり局 住宅政策部 住宅整備推進課

※川崎市内地域包括支援センターについては、２センターが会員となる



川崎市居住支援協議会会計規則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、川崎市居住支援協議会（以下「協議会」という。）の会計事務の適切な

処理を図るため、その予算、決算及び経理等に関する手続き等を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

（１） 会長 川崎市居住支援協議会会則（以下「会則」という。）第５条に規定する会長を

いう。 

（２） 事務局長 会則第１３条に規定する事務局が置かれる川崎市まちづくり局住宅政策部

住宅整備推進課の担当課長をいう。 

第２章 予算 

（歳入歳出予算の科目） 

第３条 歳入歳出予算の科目は、別表１のとおりとする。 

（決裁者） 

第４条 会計事務の決裁者は、別表２のとおりとする。 

（決裁の代行） 

第５条 別表２において決裁者が事務局長に属する決裁において、事務局長が不在の場合は、

会長が決裁を代行できる。 

 (調定及び執行) 

第６条 歳入予算の調定は、調定伺票（第１号様式）により、歳出予算の執行は、歳出予算執

行伺票兼前渡金支出命令票（第２号様式）を作成し、これに決裁を得て行うものとする。 

（履行確認） 

第７条 契約が履行されたときは、別表２により、履行確認検査調書（第３号様式）で履行を

確認する。 

２ 前項により履行を確認する者は、事務局長が指名した者とする。 

（支出命令） 

第８条 支出命令は、支出命令票兼前渡金精算報告書（第４号様式）に決裁することによっ

て行う。 

２ 前項により、支出命令を行うときは、原則、債務が確定していることを確認するに必要

な書類及び、請求に基づくものにあっては請求書を添付しなければならない。但し、事務

局長が認めた経費については、資金前渡による支出ができる。 

３ 資金前渡による場合を除き、支出命令は歳出執行伺票兼前渡金支出命令票に適合するか

どうかを確認して行う。 



４ 資金前渡による支出をする場合は、歳出予算執行伺票兼前渡金支出命令票の備考欄に

「資金前渡」と記載し、前渡金受領者を明記することにより行う。 

（支払方法） 

第９条 支払いは、資金前渡による場合を除き、適法な請求書を受理してから別に定めのあ

る場合のほか、３０日以内に支払うものとする。 

２ 支払いは、原則として契約履行後または支出決定後に支払うものとする。 

（収支決算書） 

第１０条 事務局長は、会計年度終了後、収支決算書（第５号様式）を作成し、会長に提出

しなければならない。 

（精算報告等） 

第１１条 前渡金の精算報告は、支出命令票兼前渡金精算報告書に、証拠書類を添付し決裁

することにより行う。 

２ 請求書による支払いの場合、支払いを証明できる書類を支出命令票兼前渡金精算報告書

に添付する。 

第３章 物品管理 

（物品管理） 

第１２条 協議会が取得した物品について、管理の適正を期するため、事務局長は、物品の

管理に関する事務を行う。 

２ 事務局長は、備品管理簿（第６号様式）を備え、協議会の所有に属する動産で比較的長

期間にわたって、その性質又は形状を変えることなく使用に耐えるもの、かつ、購入価額

が２万円以上の物を購入したあと、遅滞なく、備品管理簿に記載するとともに、原則とし

て、当該備品には備品管理番号を表示することとする。 

第４章 雑則 

（帳簿類） 

第１３条 事務局は、次の各号に掲げる帳票類を備えるものとする。 

（１） 現金出納簿（第７号様式） 

（２） 預金通帳   

（その他） 

第１４条  この規則に定めのない事項については、川崎市金銭会計規則、川崎市住宅供給公

社会計規程のほか、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179

号）、住宅市場整備推進等事業費補助金交付要綱（平成21年４月１日付国住生第４号）等の

関係規定を参酌し、別途定めるものとする。 

附 則 

 この規則は、平成２８年８月１０日から施行する。 


